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Ⅰ　問題の所在と目的
１　はじめに
学校教育法等の改正を受け、2007年度に特殊教育から特別支援教育への
移行がなされた。具体的には、①盲学校、聾学校、養護学校（特殊教育諸
学校）をすべて特別支援学校と名称変更（学校教育法第１条）すること、
②小中学校の特殊学級を、特別支援学級と名称変更（学校教育法81条の２）
すること、③学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症を、特別支援
教育の対象とする（学校教育法施行規則）こと、④幼稚園、小学校、中学校、
高等学校においても、特別支援教育を行う（学校教育法81条）こと、⑤特
論文
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別支援学校は、地域の学校に在籍する児童生徒の支援も行う（学校教育法
71条）こととされ、実施されているのが現状である。
視覚障害特別支援学校の現状をみると、児童生徒の障害の重複化がみら
れ、視覚障害だけではなく、知的障害を併せ持つ児童生徒が増加となって
いる。このことにより、従来の５障害（視覚障害、聴覚障害、知的障害、
肢体不自由、病弱）だけではなく、あらゆる障害に対応できる学校作りが
求められている。
また、児童生徒数の大幅な減少がみられ、一人学級が珍しくなくなり、
集団活動も行うことができないなどの教育上の問題の発生も報告（松田、
2012）されている。
さらに、特別支援教育体制になり、地域校支援として、地域の学校に在
籍する児童生徒への指導・支援が求められ、その取組が進められている。
この際、地域校に在籍する視知覚の認知に障害のある児童生徒に対して
は、視覚障害特別支援学校が支援を行っているが、課題として、「発達障
害児に対する実態把握や指導に詳しい教員の不足」が報告される（久松、
2010）など、地域支援とインクルーシブ教育への対応が求められていると
ころである。
一方、視覚障害とは、未熟児網膜症や白内障などの視覚の疾患に伴って、
眼鏡などによる矯正では回復しない永続的な視覚機能（視力・視野など）
の低下があり、活動や社会生活上に制約のある状態、と定義されているが、
学校教育においては、盲学校や弱視学級、弱視通級指導学級で学ぶことが
適切な子どもについて、以下のように示している。
①　盲学校（学校教育法施行令22条の３にある就学基準）
　　両眼の矯正視力がおおむね0.3未満のもの又は視力以外の視機能障
害が高度のもののうち、拡大鏡等の使用によって通常の文字、図形等
の視覚による認識が不可能又は著しく困難な程度のもの。
②　弱視学級（障害のある児童生徒等に対する早期からの一貫した支援
について　25文科初第756通知）
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　　拡大鏡等の使用によっても通常の文字、図形等の視覚による認識が
困難な程度のもので、通常の学級での学習におおむね参加でき、一部
特別な指導を必要とするもの。
となっている。
また、具体的に、特別支援学校学習指導要領解説総則等（幼稚部・小学
部・中学部）をみると、視覚障害者である児童生徒に対する教育を行う特
別支援学校について、表１のように述べられている。
表１　視覚障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校
特別支援学校学習指導要領解説総則等（幼稚部・小学部・中学部）（抜粋）
１　的確な概念形成と言葉の活用（第２章第１節第１款の１の（１））
１　視覚障害者である児童生徒に対する教育を行う特別支援学校
（１）児童が聴覚、触覚及び保有する視覚などを十分に活用して、具体的な事物・事
象や動作と言葉とを結び付けて、的確な概念の形成を図り、言葉を正しく理解し
活用できるようにすること。
２　点字等の読み書きの指導（第２章第１節第１款の１の（２））
（２）児童の視覚障害の状態等に応じて、点字又は普通の文字の読み書きを系統的に
指導し、習熟させること。なお、点字を常用として学習する児童に対しても、漢
字・漢語の理解を促すため、児童の発達の段階等に応じて適切な指導が行われる
ようにすること。
３　指導内容の精選等（第２章第１節第１款の１の（３））
（３）児童の視覚障害の状況等に応じて、指導内容を適切に精選し、基礎的・基本的
な事項から着実に習得できるように指導すること。
４　コンピュータ等の情報機器等の活用（第２章第１節第１款の１の（４））
（４）視覚補助具やコンピュータ等の情報機器、触覚教材、拡大教材及び音声教材等
の各種教材の効果的な活用を通して、児童が容易に情報を収集・整理し、主体的
な学習ができるようにするなど、児童の視覚障害の状態等を考慮した指導方法を
工夫すること。
５　見通しをもった学習活動の展開（第２章第１節第１款の１の（５））
（５）児童が場の状況や活動の過程等を的確に把握できるよう配慮することで、空間
や時間の概念を養い、見通しをもって意欲的な学習活動を展開できるようにする
こと。
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２　自立活動
特別支援学校学習指導要領解説自立活動編（2009）では、「個々の生徒
が自立を目指し、障害による学習上又は生活上の困難を主体的に改善・克
服するために必要な知識、技能、態度及び習慣を養い、もって心身の調和
的発達の基盤を培う。」として自立活動の指導の重要性が示されている。
また、自立の意味については、「児童生徒がそれぞれの障害の状態や発達
の段階等に応じて、主体的に自己の力を可能な限り発揮し、よりよく生き
ていこうとすること。」と位置付けられている。
学校教育法第72条では、「障害による学習上又は生活上の困難を克服し
自立を図るために必要な知識技能を授けること」と明示されており、障害
の状態に応じて行う教科指導に加えて、障害に起因して生じる種々の学習
上・生活上の困難を改善・克服するために適切な指導領域としての自立活
動の重要性が述べられている。
以上のように、多様な障害をもつ児童生徒の理解や指導・支援を行う際、
学習内容と自立活動との関連を明らかにして指導を行うことの大切さが具
体的に示されている。このように、特別な支援を必要とする児童生徒を指
導するにあたり自立活動は重要な領域であり、特に特別支援学校において
は、道徳、特別活動、各教科の３領域に加え第４の領域として設定され、
指導の充実が求められている。
視覚障害特別支援学校の授業に関しては、視機能・眼疾患の理解、点字・
パソコン点訳、点字指導、歩行指導、ロービジョン（弱視児指導）、触教材、
音声ソフト、情報機器、食事指導、珠算指導、福祉制度の理解等が挙げら
れているが、実際の指導では、児童生徒の現象と重複化があり、点字等を
使用する児童生徒が少なくなり、その結果、教員の点字習得ができないな
どの課題も挙げられている（松田、2012）。また、自立活動を指導する上
での課題として、教育課程上の位置付けが学校によって様々であることや、
自立活動の内容と学習内容との関連が明確になされていないことなど自立
活動の指導内容の捉えにくさが挙げられている。
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以上のようなことから、自立活動は、各教科のように学年毎の学習内容
があらかじめ設定されておらず、児童生徒一人一人の実態に応じて６区分
27項目から必要な項目を組み合わせ、学習内容を設定する。また、自立活
動の指導は、直接時間を設けて指導する以外に、他の教科・領域とも、直
接に関連を図りながら指導を行うものであり、さらに、個々に応じた細か
な実態把握と的確な課題設定をした個別の指導計画を作成することが学習
指導要領に明示されている。特別支援学校に在籍する児童生徒一人一人の
障害は、重度・重複化が顕著になっており、自立活動の指導がよりそれら
に対応していく必要がある。
３　目的
学習指導要領解説自立活動編（2000）では、「自立活動の時間の指導は、
専門的な知識や技能を有する教師を中心として、全教師の協力の下に効果
的に行われるようにするものとする。」とされている。また、友永ら（2005）
は、自立活動の実践的深化を考えるとき、それを担う教師の高い指導力が
不可欠としている。　
このように、発達障害児を中心とした幼児、児童、生徒に対する適切な
実態把握及び自立活動に関する理解と指導力の向上が大いに求められてい
るところである。
以上のことから、今回の研究では、視覚障害特別支援学校における自立
活動の指導内容を取り上げ、自立活動を取り入れた授業を検討することに
より、指導内容と自立活動との関連性をどの程度意識しながら授業や指導
を行っているか検討することを目的とする。
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Ⅱ　方法
１　対象校の概要
（１）対象校　
　A県立視覚障害特別支援学校。
（２）設置学部　
　幼稚部、小学部、中学部、高等部（普通科、保健理療科及び専攻科）。
（３）教育目標
　①　明るく健康でたくましい幼児児童生徒の育成。
　②　個性を生かし自らすすんで学べる幼児児童生徒の育成。
　③　社会の一員として活躍できる心豊かな幼児児童生徒の育成。
（４）高等部の目標
　①　普通科
　・体力の向上及び心身の健康の保持増進。
　・主体的な学習態度の伸張。
　・社会参加及び自立に向けての人間性の育成。
　②　保健理療科及び専攻科
　・あん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許、きゅう師免許を取得し、
社会で活躍できる能力と態度の育成。
（５）高等部の教育課程
　①　普通科通常の学級においては、生徒の障害の状況及び特性、進路等
を十分配慮した指導を行うためコース制をとる。
　②　普通科重複障害学級においては、生徒の障害の状態及び発達段階と
特性、進路等を十分考慮して、課程Ⅰ、課程Ⅱを編成する。
　　【課程Ⅰ】各教科等を合わせた指導を中心に行う。一般就労または福
祉的就労に向け、作業学習を継続的に取り入れた指導を行
う。
　　【課程Ⅱ】自立活動の指導を中心に行い、日常生活の自立を目指す。
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　③　高等部保健理療科においては、保健理療及び普通教科に属する科目
の充実に重点をおいた編成をし、基礎学力の向上を図るとともに社会
自立に必要な能力を身に付ける。
　④　専攻科保健理療科においては、保健理療に関する基礎学力の向上と
あん摩マッサージ指圧師に必要な臨床教育に重点をおいて編成し、多
様な進路に対応できる能力を身に付ける。
　⑤　専攻科理療科においては、理療に関する基礎学力の向上とあん摩マッ
サージ指圧師、はり師及びきゅう師に必要な臨床教育に重点をおいて
編成し、社会自立に向け高い専門性を生かすことができる能力を身に
付ける。
２　生徒の状況
（１）生徒数
　高等部生27名（H24現在）。
（２）視力の状況
　表２に児童生徒の視力の状況を示す（H24現在）。
表２　児童生徒の視力の状況（人数）
視　力 幼稚部 小学部 中学部 高等部 合　計
0.02 未満 １ 13 ５ 10 29
0.02 ～ 0.04 未満 ０ ０ ０ ５ ５
0.04 以上 ０ ３ ４ 12 19
合　計 １ 16 ９ 27 53
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３　進路状況
　表３に高等部生徒の進路状況を示す（H24現在）。
表３　進路状況（人数）
４　内容
視覚障害特別支援学校高等部のコミュニケーションに関する授業を対象
に、目標と学習内容を、自立活動６区分26項目をもとに分析する。
科　名 進学・就労先等 H20 H21 H22 H23 H24 合計
普通科 専攻科保健理療科 ０ ０ １ ２ ０ ３
専攻科理療科 ０ ２ ０ ０ ２ ４
大学・短大 ０ ０ ０ ０ １ １
一般企業 ０ ０ １ ０ ０ １
福祉施設（通所） ３ ４ ０ １ ４ 12
福祉施設（入所） １ ０ １ １ ０ ３
保健理療科 他校進学（その他） ０ ０ ０ １ ０ １
治療院開業 ０ ０ １ ０ ０ １
専攻科保健
理療科
病院・診療所 ０ ０ ０ ０ １ １
治療院・サウナ ０ ０ ０ ０ ２ ２
老人ホーム ０ １ ０ ０ ０ １
在宅・その他 ０ ２ ２ １ ０ ５
専攻科理療科 病院・診療所 ０ １ １ １ ０ ３
治療院・サウナ ０ １ １ ０ ２ ４
老人ホーム ０ ０ ０ ０ １ １
在宅・その他 １ ０ １ ０ ０ ２
合　　　計 ５ 11 ９ ７ 13 45
（H：平成）
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Ⅲ　結果
１　高等部における指導の実際
高等部における授業に関して、目標と学習内容及び自立活動との関連を
検討する。
（１）題材名「調理実習」
①　指導目標
・必要な用具、食器、燃焼器具等を安全に衛生的に使えるようにさせる。
・作業が計画的に、能率的に行えるようにさせる。
②　授業展開
　授業の指導案を表４に示す。
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表４　指導案
指導内容 学　習　活　動 指導上の留意点 自立活動との関連
・実習の
準備に
ついて
の指示
・本時の
目標
・調理の
手順
・調理実
習
・盛り付
け
・配膳
・試食
・後片付
け
・実習の
反省と
まとめ
・予告
・あいさつ。
・材料・用具の準備を
する。
・目標の確認をする。
・調理の手順を確認す
る。
・自分の分担の実習を
する。
・材料に適した洗い方、
切り方にする。
・火加減に注意する。
・食器を準備する。
・盛り付ける。
・配膳する。
・楽しく試食する。
・食器、用具などを洗
い、片付け、ごみの
処理をする。
・学習内容をまとめる。
・次時の学習内容を知
る。
・あいさつ。
・身支度、手洗いは事
前に済ませておく。
・各自の目標を明確に
する。
・包丁の扱い方に注意
させる。
・ガスの点火は手や音
で確かめさせる。
・中華風の食器を準備
させる。
・盛り付け方を工夫さ
せる。
・中華風の配膳をさせ
る。
・楽しい雰囲気で試食
させ、味わいながら、
できばえについて話
し合わせる。
・用具の整理、整頓、
ごみの分別を適切に
処理させる。
・各自の目標が達成で
きたか確認させる。
・３（１）、６（１）
・２（２）、５（５）
・１（３）
・３（３）
・４（１）、５（１）、
５（３）、５（５）
・５（１）、５（３）、５（５）
・５（１）、５（３）、５（５）
・５（１）、５（３）、５（５）
・５（１）、５（３）、５（５）
・３（４）、５（４）
・２（１）、３（４）、６（５）
・５（３）、５（４）
・２（２）、３（４）、
５（５）、６（５）
・３（１）、６（１）
− 96 −
視覚障害特別支援学校における自立活動の在り方に関する研究
（２）題材名「ゲーム」
①　指導目標
　・集団で遊ぶ楽しさを味わわせる。
　・動作や言葉による意思表現を豊かにする。
　・友達との関わりを深めさせ、一緒に遊べる力を養う。
②　授業展開
　授業の指導案を表５に示す。
表５　指導案
学習内容 指導上の留意点 自立活動との関連
１　挨拶をする。
２　「子どもの王様」
ゲームについての
話を聞く（隊形、
冠、歌、ルール、
友達について）。
３「子どもの王様」
ゲームをする。
４　ゲームを振り返
る（決まり、友達
について）。
５　次時の予告をす
る。
６　挨拶をする。
・当番に号令をかけるよう促す。
・正しい姿勢を取らせ、教師に注目
させる。
・簡単な決まりを確認し、復習させ
る。
・冠や友達に十分触れさせ、理解を
深めさせる。
・友達とのやりとりについて、流れ
を詳しく説明し、ゲームの見通し
を持たせるようにする。
・楽しい雰囲気作りに努め、子ども
たちの動きを引き出すよう心掛け
る。
・随時介助しながら、遊び方を学習
させていく。
・言葉や動作を分かりやすく示して
やる。
・一人一人、よく取り組んでいた場
面を賞賛し、さらにゲームについ
ての理解を深めさせる。
・ゲームの内容に変化をつけ、動作
を増やすことを伝える。
・最後までしっかりと挨拶をさせ
る。
・３（１）、６（１）
・３（３）、５（３）
・３（１）、３（４）
・２（２）、４（２）
・３（４）、６（５）
・２（１）、３（１）、６（２）
・３（４）、６（５）
・３（４）、５（３）、５（５）、
６（５）
・３（４）
・２（２）、５（２）
・３（１）、６（１）
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Ⅳ　考察
自立活動の６区分26項目との関連は、以下のとおりである。
１　題材名「調理実習」
１　健康の保持（３）身体各部の状態の理解と養護に関すること。
２　心理的な安定（１）情緒の安定に関すること、（２）状況の理解と
変化への対応に関すること。
３　人間関係の形成（１）他者とのかかわりの基礎に関すること、（３）
自己の理解と行動の調整に関すること、（４）集団への参加の基礎に
関すること。
４　環境の把握（１）保有する感覚の活用に関すること。
５　身体の動き（１）姿勢と運動・動作の基本的技能に関すること、（３）
日常生活に必要な基本動作に関すること、（４）身体の移動能力に関
すること、（５）作業の円滑な遂行に関すること。
６　コミュニケーション（１）コミュニケーションの基礎的能力に関す
ること、（５）状況に応じたコミュニケーションに関すること。
２　題材名「ゲーム」
２　心理的な安定（１）、情緒の安定に関すること、（２）、状況の理解
と変化への対応に関すること。
３　人間関係の形成（１）他者とのかかわりの基礎に関すること、（３）
自己の理解と行動の調整に関すること、（４）集団への参加の基礎に
関すること。
４　環境の把握（２）感覚や認知の特性への対応に関すること。
５　身体の動き（２）姿勢保持と運動・動作の補助的手段の活用に関す
ること、（３）日常生活に必要な基本動作に関すること、（５）作業の
円滑な遂行に関すること。
６　コミュニケーション（１）コミュニケーションの基礎的能力に関す
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ること、（２）言語の受容と表出に関すること、（５）状況に応じたコ
ミュニケーションに関すること。
以上となっている。
また、自立活動の６区分の割合でみると、１区分1.7％、２区分10.2％、
３区分27.1％、４区分3.4％、５区分40.7％、６区分16.9％となり、５区分
身体の動き、６区分コミュニケーション、２区分心理的な安定が上位を占
めていることが分かる。
Ⅴ　まとめと今後の課題
１　視覚障害特別支援学校における自立活動の役割
特別支援教育の在り方に関する調査研究協力者会議最終報告（2003）に
おいては、盲・聾・養護学校を障害種にとらわれない学校制度にするとと
もに、地域の特別支援教育のセンター的機能を有する学校とすることが提
言された。
また、特別支援教育を推進するための制度の在り方について（中央教育
審議会答申）（2005）では、この特別支援学校に関して、「基本的には現在
の盲・聾・養護学校の対象となっている５種類の障害種別（盲・聾・知的
障害・肢体不自由・病弱）及びこれらの重複障害に対応した教育を行う学
校制度とすることが適当である。」とし、「特別支援学校の制度は、各都道
府県等において、複数の障害に対応した教育を行う学校の設置を可能とす
るものであるが、これまでのように特定の障害に対応した学校を設けるこ
とも可能である。具体的にいかなる障害に対応した教育を行う学校とする
かについては、地域における教育に対するニーズ等に応じて弾力的に判断
されることとなる。」としている。つまり特別支援学校は、さまざまな障
害種別の子どもたちを対象とする学校となる場合もあり、また、特定の障
害に対応した学校を設けることも可能であると言うことができる。
このような中で、特別支援学校においては、一人一人のニーズに応じた
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適切な取組を行っていく必要があり、そのためには、一人一人のニーズを
的確に把握した上で、個別の指導計画を作成し、障害のある子ども一人一
人への適切な指導及び必要な支援を行っていくことがきわめて重要である。
さらに、自立活動の指導においても、個別の指導計画に基づいて、障害
のある子ども一人一人に応じた適切な指導及び必要な支援を行うことが重
要であり、一人一人のニーズへの的確かつきめ細かな対応を実現していく
ことが求められると考えられる。
以上のことから、これまでに視覚障害特別支援学校で行われてきた視覚
障害のある子どもの指導において培ってきた専門性を大切にしながら、今
後、ますます、視覚障害のある子どもへの指導・支援に関する専門性の重
要性は減ずるものではなく、高まっていくことが予想される中、視覚障害
のある子どもの指導・支援に関する高度の専門性を生かしつつ、他の障害
種別に関して高い専門性をもつ教員と協力して、チームとして、障害のあ
る子ども一人一人のニーズにきめ細かく応えていくことが、より一層求め
られると考えられる。
２　特別支援学校のセンター的機能と自立活動
特別支援教育を推進するための制度の在り方について（中央教育審議会
答申）（2005）では、「今後、地域において特別支援教育を推進する体制を
整備していく上で、特別支援学校（仮称）は中核的な役割を担うことが期
待される。」とし、特別支援学校における教育上の高い専門性を生かした
地域の小・中学校等への支援を積極的に行っていくことが求められている。
具体的には、特別支援学校に期待されるセンター的機能の例として、①
小・中学校等の教員への支援機能、②特別支援教育等に関する相談・情報
提供機能、③障害のある幼児児童生徒への指導・支援機能、④福祉、医療、
労働などの関係機関等との連絡・調整機能、⑤小・中学校等の教員に対す
る研修協力機能、⑥障害のある幼児児童生徒への施設設備等の提供機能の
６点が挙げられている。
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以上のようなセンター的機能においても、特別支援学校の教員の持つ自
立活動の指導に関する専門性は重要になると考えられ、そのため、特別支
援学校の教員には、今後より一層の自立活動の指導に関する専門性を高め
ていくための取組が求められる。
今後は、視覚障害特別支援学校における実際の指導場面に注目し、児童
生徒一人一人の自立活動で改善・克服すべき問題を教員自身がどのように
把握し、指導しているかについて明確にしていく必要がある。また、自分
の障害に対する想いや障害を改善・克服するための意欲を中心に、児童生
徒一人一人の内面の状態から課題を導き出し、それに働きかける内容と方
法を検討することが必要である。
（山形県立米沢女子短期大学教授）
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